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付加給付と賃金制度

企業福祉制度の研究 (盟〉一一一

野{惰
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5. 付加給付と賃金制度:

1. 序

1964年の DavisBacon Actの改正は，付加給付 (fringebenefits)の費用

を，規定の賃金費用 (employ田 wagecosts)に含める様に定めた。同法i主，

連邦政府事業関係の賃金を主として規制するものであるから，その接的対

象となる労働者数は， 相対的に見れば， それ程大きなものではないであろ

うO しかし， Walsh-Healey Act (政府契約法)及び FairLabor Standards 

Act (連邦公正労働基準法〉と並んで，連邦最低賃金制度を構成している向

法において，付加給付の費用を正式に認めた事実は，その主要な対象が移動

の激しい建設業関係の労働者である事実と共に，一般企業の賃金管理に対し

て，極めて大きな影響を与えるものと考えられる。事実，同法の改正を伝え

る雑誌記事には， 1"付加給付が一般賃金になった (FringeBenefits Become 

Privaling Wages) Jと言う表現が見られるl，また従来から，付加絵付と言
(設 1)

う名称は止めて，そうした給付は，総て賃金 (wages)と言う名称の内に合主

しめるべきだと言う主張が， 労使双方から強く主張されて来ているので、あ

る。
(註2)
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一体，付加給付を賃金に含ましめるかどうかと言う 賃金の観念をど

の様にとらえるかによって当然に異なって来るO しかし， Davis Bacon Act 

において，付加給付の費用を，賃金費用に含める様に規定Lたと言う

従来，付加給付は賃金に含めないのが普通であると考えられ

きするものでもある。 間様に，付加給付は賃金ではないと言う考え方が，広

く存在している事を証明するものでもある o non-wage payment， indirect 

compensa tion，等の名称は， wagεpayment， direct compensation，とぎう名

称との対比において，付加給付の非賃金性を強調した呼び名である。そして

この様に‘付加給付と賃金とを区別する場合の基準は，賃金とは，個々の従

した役務に対して支払われる給付であるのに対して，付加給付と

は，従業員の築供した役務に対して直接関係せしめず，寵用されている

る給付である事に求められている。従って，賃金費用

に付加給付費用を加えると言う;場合には，従来解釈せられて来たこうし

または付加給付概念，或いはその荷概念に対する の変化が

見られたと言う事を意味しよう。

一方，従来わが国では，付加給付概念に相当するものとして，退職給付と

福利厚生給付の概念が存在Lている。この内，退職〔年〕金については，

いて，その対象に加え じている場合が多いが司福利厚生費に

づいては，費金管理の文献から除かれている事:が少くなL、。しかし，従来，

特に戦前においては，わが国の賃金水準の毘際比較等では，屡々わが国の謡

矛1]厚生費の特長が労使双方により，別々の意、額からではあるが指摘せられて

来たし，福利厚生費の合理化の問題は，今日でも機会ある毎に指摘せられて

来ている問題であるO そしてまた最近の英米の賃金管理に関する諸文献の殆

んどは，付加給付の主主を設けて， この問題を論じて来ているC

そこで本稿では，従来，従業員が提供した役務に対する支払として理解さ

れて来た賃金と，付加給付との関係を，有給休蝦制産をど手掛りとして論じて

いる D.Allenの見解を取り上げて検討する事合通じて，付加給付概念に関

するわれわれの見解を導き出す事とする。
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(註1)“FringeBenefits Become Prevailing Wages"， Engineering News-Record， 

おly2， 1964， p. 167. October 8， 1964， pp. 191…192. 

(註2) Louise Hodgson，“New Name for Fringe Benefits，" Personnel Journal， July-

August 1964， p. 389. 

(註 3) Donna Allen， Fringe Benefits Wages or Social Obligation乙1964

2. 有給休暇制度の発展

各種の付加給付';JjlJ夜の忠範囲の普及は，主として第二次大戦以後の事であ

る{今，そうした付加給付の内，費用的側面より見て ものは，年金需IJ

)支と有給休暇制度である。 この両制度は，また前官主紀までその発生の歴史

をたどる事が出来るものでもあり，その意味からも従来一般に注目されて来

ている制度である。特に，有給休日畏制度ば1950年代前半の年金攻勢 (pension

drive)が行われる以前においてi主，襲用的にも，また普及度の面からも，各

積付加給付の内の最も重要な地位を占めていたのである。

アレンは， この点に注目して次の様に言っている。即ち， I有給休日員制度

の研究を行わずして，付加給付制度の動きや付加給付が何であるかを理解す

る奈は不可能である。それは〔付加給付について 賃金論争を始

めて提起した付加給付て、あったのみならず¥また一つの付加給付制!支が通過

し得る総ての段階を通った長い発展の歴史を有している故に，総ての付加給

付制度についての判断の基準を提供するものである」と。

，アレンの有給休日夜制度の発展に良りした付加給付概念の変遷の検討を

見るに先立って，有給休眠制度の発展過程を概観しておく事にするc

CIJ 第二次大戦立での発展

有給休自民制度は，前役紀の中頃に，まず執行幹部達に対し られ，次

L 、で一般の2事務職員から俸給の形で賃金を受けてし、る工場の監督者連の1僚に

られて行った。これは，雇主達が金銭的心配から解放された休憩が，頭

脳労働者 (brainworkers)の生産能率の向上に有効な事実に気付き，必要費

用との比較を行いながら有給休日毘制度を採用して行った為で、ある。産主主が日
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常その勤務状態を観察出来，その業務が他人により一時代行されたり，前も

って準備したりする事により，休日震による支障が少なく，かっ継続的に勤続

する従業員達が，まずその対象とされる訳である O かくて，今世紀迄に‘俸

給従業員については，製造工場において10%以との人々にこの制度が与えら

れ第 1次大戦迄には30%以上の人々， 1935年迄には80%以上の人々に与えら

れていた事が知られている O
(注2)

これに対して，一般の賃金労働者に対しては， f木曜の必要性乃奈は有効性

は殆んど認められず，今世紀始め頃迄は，殆んど見るべきものはなかった。

しかし，第一次大戦の墳になり，ょうやく疲労研究等の産業生理学の影響を

受けて，休曜の生産能率に対する有効性が認められ， 1935年頃迄には，

の安定した賃金労働者の約10%程度の人々に， この制度が与えられた。もっ
(設2)

とも，これより先， 1920年代の好況期には，労働力の不足傾向から労働者の

定着を狙って，ニの制度が一時利用されたが，そうした目的の制度は， 1930 

年代の不況に入ると共に，姿を消してしまっている O この様に，有給休日援制

度は，労働者の生産性の向上を自的として設けられたところから，各制y交(主

休暇中に他の雇用者の下で働く事を禁じ完全に休憩を取る事を要求しその

為に，休暇手当の一部は，休暇終了後一定期間経ってから支払われる

かった。 また大企業では，休憩、の確保の為に，各種のクラブや運動場，保護

施設等を設けるにいたっているO

1935年主主の有給休日畏の発達は， この様に生産能率と費用との関係を考えて

漸進的に進められて来ているが， 35年から40年にいたる期間は，こうした考

曜に，更に労働組合対策を加味して，急速に詰まった。そして1930年代米に

は，賞金労働者の 5割程度に， この制度が与えられてるに至っている。へいづ

とも，労働組合自体は，この制度には殆んど関心を持っておらず，組織労働

者については，その25%程変の人々が，有給休暇制度を有してい

カミったO
(註4)

CIIJ 第二次大戦中の発達

第二次大戦が始まると，まず生産管理局が， おける有給休日災都j
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度の中止と， それに代る休曜ボーナスの支給を奨励した。これに対して当

時雇主連は，休暇の生産能率への好影響を指摘して批判的な態度を示してい

る。ところが， 1942年に戦時労働局が設けられ，年15%以上の賃上げの禁止

を行うと共に，それ迄，この制度に無関心であった労働組合が，強い関心を

いたった。そして，労働局は，有給休殺は賃金ではなくて，生産能率

向上の為の労働条件であるとし， 1年の勤続に 1週間， 5年の勤続に2週間の

有給休暇が与えられるのが標準の状態であるとした。この段階にいたると

逆に有給休暇樹度は賞金構成 (wagestructure)の内に含まれるべき

事を主張するにヨさったが，労働問によって認められるには~らなかった。か

くて， 1944年迄には.全賞金労働者の81%が，有給休曜制度を持つに至って

L 、

賓金労働者の残りの 19%は， 従来有給休暇制度の慣習の存在しない季節

的・不規則的震用に従事している労働者達であった。しかし彼等も，次第に

有給休日置を求めるにヨきり， まず，その内の比較的譲用の継続している労働者

については，一時解雇の時期をはさみはするが，雇主は，休日援による生産能

の向上を享受出来るとして，労働局により制度の設置が支持された。次い

で，雇用の継続性の少い労働者も，当該産業全体として見れば，生産能率の

向上が享受出来るとの理由から，制度の設置が支持せられた。もっとも，こ

の場合に取られた制度の形式は，産業全体としてのプール方式である場合が
(註7)

多かった。しかし，いずれにしろ，こうした労働者に対する休報手当は，

用終了の時に支払われた訳で、あり，その意味で実質上，離職手当と開様な機

能を有していたと言い得る O 兎に角，こうした形で有給休暇制度は， 1945年

にほ，全賃金労働者の90%以上にまで及び，また，全制度の80%以上が，労

働協約において規定されるに蛮った。

cm) 第二次大戦後の発達
第二次大戦が終結して，賃金凍結令が解かれた後にも，有給休E院制度は，

労働組合の顕著な婆求のーっとなり続けた。労働者達の多くは，戦争中に有

給休椴制度が普及l，それに慣れて来ると共に，日常の勤務が休憩の必要性
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を累積せしめるものであり，従って一定期間勤務した労働者は，休憩の権利

が当然に与えられるべきだと言う，いわゆる有給休明の稼得権概念 (εarned

right conc叩めを持つ様になっていた。かくて， 1949年までに労働協約の 93

%が，有給休曜を規定しかっ，内容的にも種々の改定が行われ 1年の勤
(設8)

務者には 1還問 2年の勤務者には2週間， 10年間の勤務者には3週間の休

椴が与えられるのが普通になって来た。また労働協約の中に休暇に代る金銭

的支払や，休日震を取らずにその権利を累積する事を禁ずる規定が，組合の反

対なしに含まれる様になった。しかし，こうした有給休暇は，実質上総ての

労働者に与えられていた訳ではなかった。即ち休日農を受ける資格として，一

定期間勤続している事と，休日震の与えられる時期に雇用されている事と言う

2つの条件が置かれているのが普通で、あったが，休椴の与えられる時期工，

…時解雇が行われた後，従って，常勤の継続的震用従業員のみが残った時

期であるのが一般的であったのである O そして， 1949年の全器産業協議会

(N 1 C B)の報告では，労働協約で定められた制度で、さえ，その13%が，

明文をもって，休暇の与えられる時期に雇用状態になければ，例え必要な勤

続期簡を有した人でも，その震周終了時に何等の手当も支給されない旨

めていた。そして， 47%の制度は，特に雇用終了特の有給休曜を耳元る権利に

ついての取扱合規定しない事により，同じ処賓が行われていた。残りの40%

の制度では，必要な勤続期簡を満したが，休曜の与えられる時期以前に雇用

の終了する者に対し，場合によっては手当の支給を行っていたが，全員に対

し，手当の支給を行う旨定めていたのは， 25.5%の制度に過ぎなかった。
(鼓9)

この為に， 1950年代には，労働組合から，必要な勤続期間を満たしている

が，特定の日に雇用状態にない為に休暇を与えられずに雇用を終了する場合

でも，手当を支給するべきだと言った趣旨の訴えが，屡々苦情処理機関に提

出されるにいたった。 仲裁機関及び裁判所は，戦後一貫して，勤務期間に応

じた有給休暇は当然の権利として労働者に与えられるべきだとの見解を採用

し，従って，休暇が与えられずに雇用を終了する者には，手当が支給される

べきだとの立場を取った。この為に， 1950年代には，労働協約で有給休壊に
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ついての権利爽失規定を明記されていない|怒り，労働者は有給休日医乃至はそ

れに代る手当の支給が仲裁機関や裁判所の判決により行われる様になった。

従来，震用終了時の有給休暇取扱規定を含まない場合は，手当の支給は行わ

れないものと解釈されていたのが，仲裁機関や裁判所により，逆の意味に解

釈される事となり，更に一時解雇された者も，先任権の有効な期間ば，休暗

資格に関しては，なお雇用状態にあると君徴される事となったのでるる。か

くて，1960年には，有給休棋を与えられずに雇用の終了した者に，勤続期間

に応じた休自民手当の支給を行う旨定めた制度が，労働協約による全制度の 3

割程度見られる様になった。即ち，裁判所は，勤務に応じて休曜の権利が累
(註10)

積的に生じて来ると見て，その旨の判決を戦後15年間続けて来た訳である

が，現実の制度の規定は，必ずしも裁判所の考え通りには行っていない喜多が

矢口られる。

G主1) D. Allen， op. cit.， p. 23. 

(註2) U. S. Department o[ Labor， Bureau of Labor Statistics， Vacation with Pay in 

Industry， 1937， pp. 4. 9. 

(討:3) “Vacation with Pay" Monthly Labor Review， vol. 22， 1926， p. 944. 

(註4) “Vacationswith Pay in Union Agreements 1940，" Monthy Labor Review， 

vol. 51. 1940. p. 1070. 

(詮 5) Elmer W. Earl Jr.， Wartime Influences on Vacation Policies， The Conference 

Board Reports， Studies in Personnel Policy， No. 56. p. 5. 

(詮6) Bureau of Labor Statistics， Vacations with Pay in Arnerican Indllstry 1943 

and 1944， Bulletin No. 811， p. 2. 

(注7) 1940年に WayneMorse 仲裁委員により，上級船員十こ対する有給休暇鋭度に

ついて考えられたものである。各藤主が共同で基金を作り，そこに麗用労働者、につ

いての休椴費用を支出してプールし一定の資絡を得た労働者¥1.雇主からではな

く，基金から休暇手当の支給を受ける方式である。

(註8) John J. Speed，“Vacation Practices-1949，" The Con[erence Bm汀dManage-

rnent Record， Vol. 11， 1949， p.53. 

(註9) ibid.， p. 91. 

(註10) Bureau of National Affairs， BasIc Patterns in Union Contracts， 1961， 

p. 91 : 8. 
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3. 付加給付概念の変遷

前節で見た様な有給休暇制度の発展過程の基礎理解の上に， アレンの行

っている付加給付概念の変遷についての理解を整理して見ると以下の様にな

る。却ち，まず付加給付制度は，雇主がその従業員の将来の生産能率の向上

の為に行う 1つの投資 (Future1mアestmentConcept)として始まった。従っ

て，この段階では従業員に取り，付加給付は， で与えて下れる特

典 (privilege)1'1"3三は贈物 (gratuity)として理解されていたと言い得る。

ところが，この様にLて始まった給付が次第に広範囲に亙って普及し，多

くの労働者達が給付に慣れて来るにつれて，彼等こはそうした給付を受ける

を当然の権手IJと考える様になって来る。そLて彼等は。彼等の日常の勤務合

連じて付加給付を受給する権利を稼得するのであると言う考え方 (earned

right conceptl が容易に受け入れられる様になって来る O それと共に，丁度

目常の勤務により稼得せられる事と類似してし、る点，並びに，その権

利の実施を震主に迫る際に，賃金であれば、法律的に雇主に支払を強制出来る
(註1)

ところから，付加給付概念に賃金概念を導入する場合が普通に見られた。前

述の有給休暇制度について見ると，第二次大戦中における戦時労働局の態度

は，正にこの様な過程への移行期の状態を示していると言える O

ところで，付加給付を賃金の一種として理解する場合には，兵体的には2

つの態度が認められる。却ち。付加給付をー穫の賃金の後払い(損置賃金

保ferredwage concept) と，現在の賃金(currentwage)の一種と見る態度で

ある。

前者の立場によると，付加給付は勤続期間中において支払われるべき賃金

の一部が，一定の期間その支払を据置かれた後に支払われるものであり，従

って，一定期間後に従業員は当然に給付を受ける権利がある訳であり，かっ

その受給額は，日常の賃金率と勤務時間数とに応じて定められるべきである

と言う事になる C そLてこの見解は，有給休暇制度のみならず，年金制度等

の多くの付加給付概念の説明にも利用されて来ている O しかしこの見解の妥
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当性は，現実に行われている付加給付制度の内容とこの見解に立った場合の

当然、の論理的帰決として求められるミあるべき筈の制度の内容規定ミとの間

に矛盾が見られるかどうか，更に矛盾がある場合には，それが制度の発展過

程において減少の方向に向っているか杏かによって定まる答であるO

今，有給休暇制度についてこの問題を見ると，大体次の様に言う事が出来

るO 即ち，賃金後払説より得られる制度の規定と，現実の制度の規定との間

に見られる重要な矛盾として，次の様な点が存在している O まず現行の諸制

度において，資格を有した労働者が雇用の終了時に，休自民に代って支払われ

る給付額は，多くの場合，過去の勤務時間に比例したものではなL、。また，

過去の勤続期間の算定には，短期間の病気その他による非勤労持問も加える

のが普通で、あるの更に，実際に休暇が与えられる場合，その期間は，過去の

勤務時間に比列したものではなく，最少必要時間数を勤務してさえいればよ

く，それ以上勤務時間が多い場合でも，同じ期間の有給休暇しか与えられな

い。また，休暇に際して支払われる手当も，休日畏車前の賃金を算定基礎にし

ているのが普通であり，過去一年間の全体的賃金率を基礎にするのは，例外

的場合にしか過ぎなL、。更に，有給休日霞の資格を得た従業員が，自由意、思で

その権利を行使しなかった場合には，その権利は失われ，翌年に繰越しは出

来ず，また休日霞に代る手当の支給を要求する事も禁じられているのが普通で、

ある O そしてこの様な矛属は，賃金後払説の立場を貫ぬこうとする仲裁機関

や裁判所の努力にも拘らず，重要な点においては 4 向に減少する額向は認め

られなL、。そして，こうした賃金後払説より導かれるミあるべき付加給付制

度の内容ミと現実の制度の内容との矛盾は，何れの付加給付制度にも認めら

れるものであり，賃金後払説による付加給付概念の理解は困難であると言わ

ざるを得なL、。

次に付加給付を現在の賃金の一種と考える考え方は，付加給付とは非勤労

期間に対して支払われる賃金であるときう考え方であり，今まで考えて来た

ところの賃金とは提供された役務に対する支払であると言う規定とは到の次

元に属するものである。即ち，この考え方は，各種の付加給付制度の発展の
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中で，最も大きな影響を与えて来た有給休暇制度について，労働組合，仲裁機

関，裁判所等が賃金の一種であると言う概念を屡々強調し，特に一時解雇され

た期間で、も，先任権の認められている期間は，有給休暇手当については，雇用

状態にあると君徴して，その支給を要求する旨の判定が下された事により生

れた概念であると言えるO 即ち部の雇主達が，雇用期間終了時に，有給

休暇を与えるのに代えて支払った有給休暇手当相当期間は，当該労働者は雇

用状態にあるとして，失業保険料の減額を要求した際，相当数のナトiの失業保
(註2)

険局が，その見解を支持した事:により注自せられるに至った見解である。そ

うした州では，雇用終了時に支給された有給休日畏手当相当額期間は，失業状

態ではないとして，失業保険給付の支給を拒否したのであった。しかし，こ

うした考え方を推し進めると，例えば離職手当を受けヴニ場合には，賃金相当

額で計算した期障は失業しておらず，或いは，年間保障賃金制度で保障され

ている期間も，失業はあり得ず¥極端な場合には，企業の退職年金を受給し

ている以上，失業と言う問題はあり得ないと言う矛盾した状態、に落ち入る

となるO 事実この種の見解は， 1950年代の後半，補足的失業給付制度が普及

するにいたり， 次第に是正され， 今日では一時程見られなくなって来てい

るO

一体，この様に付加給付を賃金の一種と見ょうとする見解は，付加給付制

度の内容自体の検討よりも，むしろ雇主連に，その従業員達に対する給付の

提供を義務づけ，その財務的裏付けを保障する事により，労働者達を保護し

ようとする意闘が先に立って出て来たと見る事が出来る O 従って，逆に，こ

の意、闘が満たされるならば，付加給付を賃金の一種と規定しようとする努力

は，少く共，欧米では板めて少いと見る事が出来るO 従って，付加給付制度

が一般化し，護主達もその社会的一般水準を，事実上無視し得ない段階に至

ると，労働組合側でも付加給付制度は，賃金ではないが賃金相当物として取

扱われるべきだと明白に主張する事態が生じる様になって来る訳である。
(註3) 

そして正に，付加給付制度は，賃金ではないと言う事実を素直に認める

において，始めてその正しい理解が得られる事となるのである。即ち，今日
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の雇主連は，従業員により提供された役務に対して，出来るだけ多くの金銭

的対錨を支払うのみならず，より以上の保障を提供しなければ、ならない社会

的義務を有しているO そしてそうした義務は，欧州の諸歯では，法的

に対して強制されている場合が多いが，米国においては，労働組合の力によ

り，私的に藤主に義務づけると言う形で発達し，大きな成功を見て来ている

と考えられるのである。有給休曜制度について見れば，欧州諸国では司労働

組合が法律により年次休日院を得られる様に努力し，大きな成功を見ているの

に対し米国では労働協約と言う形で雇主に対する義務づ、けが行われて来て

いるのであるO そして，これらの社会的給付は，賃金制度とは本来別の体

系に属するものなのであるO 付加給付の費用の大部分は，欧州、!の震主連にと

って見れば，賃金以外の雇用に伴う社会的負担として当然に計上するべく，

法的に強制せられた社会的費用なので、あり，労務費の内，非賃金項目を構成

するものなのである。米国の雇主連にとってもそれは間様である of1uえそれ

は，法律的に強制はされていなくても，労働組合と種主との私的な交渉によ

り，或いは，世間一般の相場として，雇用に伴う必然的費用として，労務費

の内の非賃金項目を成すものなのである O

かくの加く付加給付制度を理解する事により，個々の企業の労務費の構成

や，その経営管理への関係，並びに，勤労者の保障を，社会保捧制度にまか

すべきか私的保障制度にまかすべきかの正しい検討への道が開かれる事とな

るのである。

アレンは，有給休根制度の発展過程を手掛りとしながら，付加給付概念の

変遷を大体以上の如く看{放し，付加給付が今や雇主に取り，社会的義務と化

している事実を強調しているO

〈註 1)D. AlIen， op. cit.， p. 202. 

(註2)米国各ナ1'1の失業保険制度の多くは，保険料の算定を，経験料率方式によってい

る為に，失業者の出し方の少い震支は，保険料の負担は少くなる。

(~主 3) T. E. Harris， AFL-(CIO Associate General Counsel， Statement on H. R 

9191 before Subcommittee No. 4 (Bankruptcy) of the House Judiciary Committee 

]une 7. 1962， pp. 1…2. (D. Allen. op. cit.， p. 257.) 
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4. 付加給付と労務費構成

付加給付は， 賃金ではな L、が賃金と同様に，従業員を雇用すれば雇主が

必ず負担しなければならない労務費演目であるとするのがアレンの見解であ

る。従って，アレンによれば，今日の企業の労務費は，そのB的より見て三

種のものにより構成されている事となる(第 I表参照〕。却ち，従業員により

提供せられた役務に対する護接的対価としての賃金，従業員に対する社会的

給付としての付加給付，並びに，従業員の生産率向上の為の付加給付と間接

的労務費 (laboroverhead costs)であるO そして付加給付は，その制度が法

的に定められていたり，労働協約により定められている場合，その給付は社

会保障的給付としての意義を第一の宮的にして，生産能率の向とを第二次的

な目的としていると君倣し，法的或いは労働協約等でその設置の定められて

いない場合は，生産能率の向上を第一の目的にして，社会保障給付としての

意、義を第二次的自的にしていると君敬している。なお罰員IJ的割増金 (pena1ty

premium)とは会社的に望ま Lい労働慣行の樹立・普及を助ける為に設けら

れた望ましからざる行為抑舗の為の割増金制度であり， その意味で社会的

意味を有している。また非労働時間に対する給付は，現代的な社会生活を営

む為には，或る程度の仕事から離れた時間が必要で、あり，その時間に対する

収入の保障障はやはり社会的な意、味を有しているO 従って，仕事に付随して

生じる非労働時間に対する支払はこの区分には含まれなL、。近代社会にお

ける経済的危険に対する保障は，公的保障即ち社会保障制度及びそれを補足

乃至それに代る制度が考えられ何れも社会的な意味を有しているO これ等の

非賃金項自は，提供された役務よりも，制度の設けられた釘的に応じて給付

水準が決められ，産量主の負担が決められる事となる領向が強L、。アレンによ

る労務費構成の理解は以上の如きものである。

ところで，この様に付加給付制度とからんで，労務費構成の検討を行った

ものとして有名なものにサージェント (Charl白川T.Sargent)の研究がある。
(註1)

被は労務費を， としてその費用により利益を受けるかと言う点より，
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〔第E表〕 釘的により区分された労務費

時間賃金，出来高賃金，刺激的賃金，生産ボーナス，手数料，生

産的役務にもとづき，直接間接の金銭叉は品物でのその他の支払い

で，役務に対する支払いと理解され同意されているもの。御茶，食

事，休愁，洗面，事業所内での門から門までの所要時間による作業

の中断に対する支払。

a 罰則的割増金;超過勤務手当，夜陪勤務手当， E3隈・休日割増

金，休日震に代る休aj度手当，召集割増金，解雇予告に代る手当。

b 非労働時間;休椴，休日，病気賜椴，投薬時間，陪審議務。

c 経済的危険に対する保障;健康及び福祉制度，年金，補足的失

業保障制度，生命保険，難職手当及び他の解護手当失業保

検制度，労働者災害保俸制度，老令遺族療疾保険制度。

a 上記の社会的給付の提供を第一の目的とする非賃金項目のうち

で，雇主により任意に提供されているもの。

b 間接的労務費;人事管理，訓練，保健安全制度，会社医，看護

婦，カウンセラー及びその施設，特別の従業員への賜物，ボー

ナス，割引パス，野球チームその他の運動設備，名誉F 賞品の

様な種々の特権の付与。

D. AlIen， op刷 cit.p. 41. 

(wages)，補足的賃金 (wagesupplements)及び賃金間接費 (wageoverω 

head)の三穏に分けている(第五表参照)。彼によると，黄金とは要するに，

主として麗主の為に行われる役務に対する支払いであり，従って， 超過勤

務，いわゆるこ甚三直の交替勤務，休日の勤務や休曜に代る割増支払いも，

号Ijの不便や犠牲を伴う役務に対する割増の報酬iとして費金に含まれるO 出勤

保障:手当も必ずしも生産的な時間でない場合もあるが，雇主の為に行われる

ものである以上賃金に含めて考えるべきであるとしているO これに対して，

補足的資金項尽に含まれるものは，従業員の役務や活動とは直接的関係を持

たずに，直接間接に従業員の金銭的収入を増加せしめるものであり，しかも

従業員に利益を与える事を第一の目的として費やされる労務費項目であると

言う特長を有している。最後に賃金間接費項Bは，賃金及び補足的賃金項目

に含まれない従業員の種用及び利用に関係する一切の費用項尽を意、味してい

る。なお (II一躍]表のDに区分されたものは，従業員よりも の方に幸IJ
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[第II-I表〕賃金項目一覧表

人 下記のものに対する単純時間当賃 11 

率， 1:，@'ボーナス，刺激的資金制度 I! 
による支払。 11

1 実際に働いた時潤 11 

a 正規の職務 1I 

b 特別の職務

1. 苦情処怒

2. 労働協約交渉

3. 組合の職場委長

4. 火災，安全，会社の政策等

のための会合

2 {l二本を行う為の附随時間

a 召集手当(出動保障手当)

b コーノレ・イン*時間

c ダウン・タイム**

d ]在家時間

e 事業所内で職場に行く迄のi時

間

f 休愁時間

i 化粧時間

3 特別賃金手当

a 平均収入手当

d 訓練期間手当

c 最低保障賃金額と出来高，刺

激的資金制度による支払賃金額

との差

B 臨時労働時間に対する割増率

1 超過割増

2 交替割増

3 ~求及び休日割増

4 i本n震に代るボーナス

P. Pigors， C. A. My町 s，F. T. Malm ed円 Managementof Human Resources， 
1964， p. 405. 

* Call-in time とは免職された署長を知らずに出動した場合2時間以上:分の交
払がある。

** down timeと よらなし

益するところ ある故に補足的賃金項目と られていなL、。

サージェントにあっては， 提供された役務に直接的に関係して支払われ

る給付であるか否かときう普通に用いられる尺度の外に，費やされた費用が

の利益を第 J とするか従業員の利益の方が大きいかをも尺度に加えてい

るO 従って，前述のアレンのg分とは若干の喰違いをど来してし、る。即ち，ア

レンの場合，罰則的な割増金に!三分されたものの多くは，社会的意義を第一

とするところから宅付加給付に分類されているのに対し，サージェントでは

雇主の利益の為に不使や犠牲をど伴って従業員により提供された役務に対する

対舗として，賃金項目の内に分類せられているO 確かに例えば超過勤務の場

合，八時間目の役務と九時間百の役務とは，実質上差は殆んど無いであろう

に，九時間目の役務に対しては割増金を支払わねぽならないというのは、



付加給付と賃金制度真野 15 (169) 

〔第11-11表〕補足的資金項目一覧表

A 非労働時間に対する支払

1. 休日夜

2. 休日

3. 昼食時間

4. 病気賜暇及び出産休椴

;). 工場内で涯療を受ける持潟

6.fli¥l人的に認められた不就業時間
a 家族の死亡

b 貨物時間

c 

(工場外で〉

7. 結審員としての出頭時間

8. 投薬時間

9. 雨天による非労働時間

10.証人としての出頭時間

B 特別の活動業波への褒賞金

1. 記念褒賞金

2. 出動ボーナス

3. 工場整額ボーナス

4. 勤続ボーナス及び袈賞

5. 品質向上ボーナス

る時間

孔 安全， 節約，勤労意欲その他に対

る

7. 提案制度褒賞金

8. その1m特別の従業良活動を要求す
る為の生産と関係のないボーナス，

夜、賞

C 従業員の直後的な波定叉は特別の

しに行われるボーナス，

拠出及び利潤分配制度

1. 利潤分配制度(退職制度と無関

係)

2. 従業員貯蓄(節約〕制度への拠出

3. 株式購入制度への拠出

4. 会社株式のi時価以下での売却

5. クリスマス又は年末ボーナス

6. 離職手当(解雇手当，退職手当〕

7. 一時解雇手当

8. 応

9. 兵役手当

10.失業及び災害補俊への補足

11.家族手当

12. (従業員の仕事iこ直接関係のない〉

教育補助金又は授業料その他の費用

13.従業員子弟の大学生への奨学金

P 各緩の災害や危険より従業員を保障

し金銭的に保護する支払

1. 法定給付

a 老令及び遺族保険

b 失業保君主

c 労働者災害補償

d 1十i療疾保険
2. 他の支払〔保険その他による〉

a 死亡

b 業務外災察，疾病，四肢切断

c 入院費

d 医療費

e 外科手術資

f 退職(年金，据置利潤分配制度〉

3. 従業員福祉基金への拠出

4. 従業員給付制度の管理費

E :3三として従業員を対象とする慎行と
サービス

1. 信用組合への便宜

2. 食事のサービス費又はt食費
3. 従業員割引

4闘 従業員及び家族への音楽・コルブ

教育(割引叉は無料〉

5. 庭問地区

6. 低費用での休綴保健入段各施設

7. 住宅金融

ibid.， pp. 406-407. 
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[第II-III看護〕賃金間接受項目一覧表

A 労務者募集及び利用の直接費

1. 人事部費用

a 麗用

b 人事記録保存

c 賃金俸給業務

d 訓練活動(就業前，業務上，矯

正的，可転1企，昇級〉
e 組合関係

f 安全活動

g 社内出版及び情報交換

h 健燦診断

医局

J カウンセザング

k 管理活動

2. 給料支払及び計理費

a 会計係事務所費

b 給料支払簿準備費

c 労務費分析及び分配費

d 社会保障記録及び綴告費

3. 職務分析費

a 車義務分析及び記述審

b 職務評価

c 時間動作研究

d 基準労働準俄

e 貸率設定

4. 駐主事場運営

5. 休憩室施設

6. 不採用応募者への贈物

B 従業員娯業の為の活動及び施設

1. 体育チーム及び活動

2. 従業員諸国体及びその活動

3. 慰安旅行

4. 従業員投交クラブ

5. 昼食時の運動及び娯楽保養

6. 図書室，雑誌施設

7. 労働時間中の音楽

8. ¥8従業員の為の夕食会及び娯楽

9. 休養活動及び施設

C 非金銭的褒賞及び賞品

D 他の賃金間接受

1. 主として従業員関係に意味を有す

る慈義的拠出

2. 軍基主債務保険

3. 従業員制服F 作業衣，安全服或い

は手当

4. 病気の従業員や家族の為の花

5. 洗務手当

6. 工場売庖

7. ストライキ保険

8. 夕食費及び無料食事

9. ビタミン，食塩錠剤，及び{むのfr
業の為の医薬品

ibid.， p. 409. 

そこに社会的な意義があるからであるとするアレンの指摘は，それなりに問
(設3)

題点をついていると言える。従って， こうした費用項自を付加給付に加えて

いる併は，他にも見られるのである。しかし，社会的意義と言う問題につい
〔言H)

て言えば，規定の労働時間内に提供された役務に対して直接支払われる賃金

も今極めて強い社会的給付としての意

イ抵迂賃金法や各リ列外州、4十村iトN、'1で、行わわれLている一般賃金法 (ωpnva♂ail孔山lir碍1港gwag伊e1匂aws幼)は. 従業

員の役務の対掘ので限合社会的に規制している訳であるし更に個々の企業
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に取り，いわゆる市場費金率 (goingrate)は，事実上社会的に与えられた規

範である。アレンにより指摘される罰則的割増金も，規定の労働条件におい

て提供された役務に対して直接的に支払う様に課された社会的規制による対

舘として理解する事も可能であるO 事実，最近においては多くの

超過勤務，交代勤務等の実際に役務を提供した時間に対する割増金を

自に分類する様になって来たと言われてし、る。またわが閣の重金管忍でも ff
(設5)

通これ等の項目は賃金項自に含ましめて考えられて来ているO われわれも，

サージェントの区分に従いたL、と思う。

次にアレンは，付加給付を社会性を第ーにしてし、る場合と，生産能率さと第

一に L-n、る場合とにより二つに区分 Lている。両者の差は，震主の給付の

いは労働協約の如l!ものにより明確に定められているか

否かに求められている。確かに，法的に或いは労働協約により定められてい

る給付制度は，そうでない場合に比較してー克確実な安定した制度の散にも

思える。しかし，既に一般社会に慣行化している付加給付制度は，

合の市場賃金率と同様に，企業に取っては一つの与件であり，社会的規範と

して負担しなければならない費用である。例え労働協約により

なくても，震主の一方的都合で中止したり変更したりする

されてし、

デ

困難である。特にそれが生産銭率の向上と結びついた制度で、あれポ，不況期

においては却って普及率の高まる事は，有給休椴制度の過去の歴史において，

アレンも指捕しているところであるO 従って，付加給付はサージェントの如

く 品括して従業員を雇った場合当然に負担しなければならない非賃金項目と

して考えるべきであろう O しかしまた，社会的一般水準を超えた付加給付の

支給は，企業の立場より見れば，一応従業員の利益を第一ーにしてし、る様i二見

える場合も窮極的にはそれにより従業員の生産能率の向上を狙ってレる訳で

あり，その意味においてサージェントの従業員の利益の強調には，活干の註

釈を入れて理解しなければならない。要するに，付加給付とは，提供された

役務と直接には関係せずに，資格を有した従業員の必要に応じた程主から支

払われる給付であり，従業員の収入を保障乃至は増加せしめ より‘ とれ
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産能率の向上を目的としたものと考える事が出来ょう O なお労働条件の一部

には，付加給付に類叫した形態、を有するものがあるが，労働条件としての施

設や制度は生産怒率の維持乃更は向上を直接的目的として設けられる訳であ

り，その結果と Lて従業員の収入を増す事はあっても，従業員の必要性に応

じて収入の維持増加を直接に図るものではなL、。サージェントが，雇主の利

とすると言う説明で労務間接費(彼は賃金間接費と言っている)を

区分する所以であるO

この様に付加給付を今日の社会で従業員を雇用すれば必然、的に負担しなけ

ればならない労務費項自であり，それは従業員の金銭的収入を直接間接に保

障乃至は増加せしめるものであると理解する時，それは賃金項註と同一公準

において従業員に対する報酬として取扱われるべき事となる。

(註 1)Charles W. Sargent" Fringe Benefits; Do We Know Enough About Them 

?"，Paul Pigors， Charles A. Myers， F. T. Malm ed.， Manegement of Human 

Resources， 1964，pp. 401…409. 

(詮2)同様な理由から， [TI-II表JEの5は賃金間接費項目に移すべきであろう。

(設3)D. Allen， op. cit.， p. 30. 

(註4)L. B. Michael， Wage and Salary Fundamentals and Procedures， 1950， pp. 

156-157. 

ILO， Labour in European Industry， 1959， pp. 25-26. 

(註5)David W. Belcher， Wage and Salary Administration， Second配dition，1964， 

p. 491. 

5. 付加絵付と賃金制度

われわれは以上において，付加給付は今日の経済社会において，従業員に

対して当然に支払われなければならない労務費項目であり，それは従業員の

提供した役務に臨接関係Lて支払われる賃金と向一公準において考えられる

べきである事を見て来た。ところで今， こうした付加給付をも加えて，個々

の従業員の収入を全体として考えると， そこに単なる収入の増加のみなら

しい収入の安定化傾向の生じて来ている事が知られるc バーキン (S.
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Barkin)は， 労使関係の分野においての「近年における最も

多分賃金 (wag臼)が俸給 (salaries)或いは年俸 (annualincome)に転化しつ

つある事が主主々強調さわして来ている事ーである」事実を指摘して，付加給付合

その頼主に社会的に魚担が義務づけ、られるに至った給付と言う点で理解

を止めずに， の俸給化と言う一般的賃金形態の動きの一環として検討す

るべき事を強調しているO またラングスナ{とゾリヅシュ (A.Langsner and 

H. G. Zollitsch) もその共著「費金・俸給管理Jにおいて，付加給付の主主を

[報酬の支払方法及び刺激的費金機構 (CompensationMethods and Wage 

Incentive Structures) Jの部門に含めて一般的賃金の支払方法及び刺激的賃

金制度と並べて位置づけ』ている。事実例えば典型的な場合として，ラッカー

プランで予定Lている様に付加価値分配率が安定している企業の場合を考え

ると，付加給付の増大は，提供された役務に箆接関係して支払われる直接的

賃金の減少と，雇用を基礎にして役務の提供以外の資格を基準にして支払わ

れる金銭的給付の増大を章、味する訳であり，要するに総額賃金の支払制度の

問題と見る事が出来るO

また，幸IJi間分配制度や株式ボーナス命1]度は，従来からも刺激的賃金制度と

して考えられて来ており余り問題はなL、。しかし彼等はむしろ付加給付制度

一般の持つ刺激的効果として， 次の様なものを考えているc (1)継続的な勤

続， (2)部門活動への積極的参加， (3)災害防止安全性の増大，付)無駄の排除，

(3)品質の低下の妨止， (6)提案， (7)保全基準の維持 (upkeepof maintenance 

standards)がそれで、ある。ところで付加給付制度の発展普及の過程を見ると
〈主主3)

の周聞で働いている幹部職員から始まり，事務職員へ，更に俸給従業員

全体に及び，最後にI，;t，賃金労働者に迄，震主の自発的意思により普及して

行った事実は，先に見た通りである。そして、労働組合が付加給付に関心を

持つに至る迄に，相当数の賃金労働者に各穏の付加給付が与えられるに至っ

ている事実は毛付加給付制度の有している刺激的給付制度としての側面の存

在を真付けるものと見る事が出来る。

ところで元来俸給 (salaries) と言う賃金形態は，単に支払額の計算基準が
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時間単位から週単位，問題単位，月単位或いは年単位に変ったと言うだけの

問題に留まるのではなく，その基盤には，俸給従業員の担当する

と賃金従業員の仕事の性質との相違が存在しているのである。即ち，

内容が標準化されており，前もって明自に予定されており，役務の内容や成

ちに把握出来る様な場合には，賃金形態として の計

-支払形態が取られると考えられるO これに対して，仕事の内容が

予定し得ず，その標数化も悶難であり，従業員の努力が直らに自に見える成

として把握し難い様な職種では，一般に俸給と言う賃金形態が採用される

となるσ 精神的労働，企閥的労働，技術的労働等がその例であり，それ

の戦績では，その役務に対する成果の評価を，役務の提供された直後では容

易に行い得ない所から，それが或る程度可能となる週単位，隔週単位，月

位，年単位で評価を行い，支払を行う形が取られる事となるO
〈註4)

ところが，最近における社会的，経済的，技術的発達は， こう Ltニ二領内

賃金形態の適用される従業員のうち，特に賃金形態の適用される従業員

在を基礎づけていた基盤を大きく変動せしめる事ーになったと考えられるて

まずその第一は，賃金・{俸給管理の前提となる労働者観の変化でああ{テ

ーラーの時代に前提とされた経済人，金銭的な収入に直ちに反応して

に動く労働者像に代り，現在においては社会的な存在としての労働者観を前

提と Lなければならない事となって来た。これは，いわゆる行動科学派の人

々により繰返し指摘されている様に，労働者の行動を動機づける欲求の

が，生理的な欲求，と言う低次の段階から，安全性への欲求，社会的帰属への

欲求，と言った中位の欲求段階へ移り，吏に場合によっては，自我欲求，更

にあっては，自己実現欲求と言う高次の段階に移って

反映である O 従って，こうした欲求の段階に行動の動機を置く~.こ歪っ

言去を前提にする場合，彼等に対する金銭的給付の意味は，その支払われる

自体よりも，付加価値に対する総額賃金の割合，従業員棺瓦闘の賃率格差，

或いは各欲求段階に!芯じた支払方法と言った間態に重点が移って来る事とな

お従って，従来管理部皆級や比較的高給を得て，そうした欲求段階におい
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て行動していた俸給従業員措級に見られた賃金制度の様に複数の賃金支

払方法が，多くの賃金従業員に対しても取られる様になって来ると考えられ

マ
ノ心。

次に技術的な問題として， (1)かつての手作業中心的な生産方式から，自動

機械を中心とした監視的・保全的乃至設計的な知的な役務が，生産現場にお

いても中心的な地位を占めるにいたった。 (2)従って，そこでの人間の作業は，

前Lって予定し，襟港イヒ出来る部分は急速に減じ，従業員の主体的な判断に

基づいて行動を行う事が増加して来ているO 工夫，想像，綜合などの努力を

る方向に，作業の内容が変って来ている訳であるo(3)そして，それに

に!芯じて従業員の行動の結果を評価出来る迄の待問幅 (timespan)は，次第

長くなる傾向にある o (4)また連続的に自動化されて来ている作業場では，従

業員の努力の結果は，生産量の増大と言うよりも，投下される資源の効果的

利用による節約，即ちコスト引下げの形で現われる事が多くなって来る o (5) 

また個々の作業員の職務は，相互に密接に結び合っている結果，集罰的努力

によってのみ，業績の向上が可能となるO 個人個人の努力は，集団全体との

調和が取れていない場合は，有害な場合さえ生じて来ている。 (6)最後に技術

革新の急、速なる事から，従来の作業方法が陳腐化し，労務者は次々と生じる

作業上の変化を受入れ，それを使いこなして行く事が要求されるO この為に

は，労務者は白から積駆的に技術の進歩について行ける様に不断の努力を行

う事が必要となるO 反復的作業は，単調感を持たらす事がよく知られている

が，問時にそれは，作業に対する安定感をも持たらしていたのであるが，技

術革新は，この安定感を奪う事となって来ている O

次に，企業構成に関係する問題として，企業規模の拡大，活動範聞の広域

化，取扱製品の多様化，職員・管理者数の相対的土前日，特にその内でも留人

的な刺激給制度の採用の可能性の強い既売関係従業員や，外部志向的傾向の

強い専門職の増加と言った点、が注目せられるO こうした傾向は，企業の組織

活動の官僚組織化，全体観の爽失に基づく組織内部の分断化傾を生み出す傾

向がある。従って，企業全体としての活動の坑衡を失う危険性を生み出す事
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となるO

こうした賃金制度の夜り方を支える基盤の変化は，当然に従来の賃金制震

に対して新しい要求を行う事となる。即ちまず，時間単位での業績の評癌を

一日単位，選単位，或し、は月単位，年単位と言うより長期の時間縞をもって

行うか乃至は一定期間後に再評価を行う様に要求する事となるO 更に集団と

しての業績，特に節約によるコスト引下げの面に従業員の注意、な喚起し

回として均衡ある協力を行う方向に人々を向わせると共に，変化を恐れずむ

しろ積極的に変化を受け入れ得る様な賃金制度の工夫が必要となる。その為

には，収入の安定を図る様な制度を設けると共に，個人的な刺激，却ち個人

の役務の提供と給付の護接的結合よりも，集聞としての全体的役務の提供と

給付との結合を強調する制震の設置が必要とされる事となるO 例えば，最近

目されるスキャンロンプランを始めとする集団的参加を中心とした利潤分

記制度や，その能各種の据霞利潤分配制度の発達は，こうした傾向の端的な

現われと見る事が出来るO 各種の付加給付制度は，こうした賃金制度の基盤

の変化よりする企業内部の要求と，産業化の進展に伴う主と Lて外部的な諸

条件(例えば労働者に対する経済的な保障制度の強化の必要性の増大，労働

組合の在り方，税制0，賃金凍結令の如き賃金制度に対する規制j等〕とが，社

会的経済制度と化した企業の上でぶつかり令って，その間に生み出されて来

た新しい集団的資金支払制定と見る事が出来るO

それは確かに個々の従業員の提供した役務と直接に関係づけて支払われる

金銭的給付ではなし、。その意味においては，従来の賃金と同じものとは言え

ないかも知れなL、。しかし，従来の愛金制度を支える基盤自体が変化して来

ており，そうした従来からの賃金算定方法及び支払制度では，賃金制度に課さ

れた要求に十分に部じ得なくなって来ているのである O 各種の付加給付制震

はそうした従来の賞金制度で、は巣し得ない要求に答えるべくして生れた新し

い賃金制度なのである。従ってまた，従来の賃金制度に市場賃率が存在する

如く，新しい賃金制度としての付加給付制度にも，今や当然の結果とし

の付加給付制度をも含めた市場賃率が生じて来ている訳であるηD丘vis-Bac
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。nActの改正は，そうした事態の一つの反映として理解ざれ得るのである。
かくて，付加給付は，従来の賃金を橋足する地位を占めるものであるが，

それは従来の賞金を単に補足すると言うのではなくて，両者が一体となって

始めて現代における賃金制度としての機能が果される事となるのであるO 現

代における賃金制度は，従来からの賃金形態並びに賃金体系のみでは成り立

たず，付加給付制麗を加えて，始めて貸金制度としての機能を有する事とな

るのである。従って，現在における米留の賃金体系は，次の様に理解すべき

であるO なお各項宮の割合は， 1963年の米国商業会議所の調査を利用して類

J殺したものであるO

米国における賃金体系

j一時間給〔職務給〕
i一基本給j

壬 直接触 :X.7J'Jil;l;l;:r.3'k，一個人的刺激給(77.1.96)-1 
Æ~ 超過勤務等割増金
主主主 [ 

a 

b 

c 

| ー不就業給付 (8.0Jo) d 
金主

一褒賞金 1 
(100J6) I ι加給付 (1.5J6) 

I-j法定保障給付 (5.6J6) g 

障給付ーベ
任意保障給付 (7.0J6) h 

行及びサーピス (0.8，%) 

これをわが国の賃金体系と比較しておくと大体次の様になる。資

料は，総て労働省の昭和40年の調査を用いている。従って，相対的に大企業

を多く含む日経連の調査に比較すれば，特に任意;福利厚生費の割合が低下し

ているO この項目の内には金額の割合は比較的少いが， OUえぽ文化・

娯楽に対する費用の如く，労働条件却ち間接労務費として区分されるべきも

のも含まれており，この間からも任意的融和j厚生費として分類されている項

目の整理の必要性が知られる。この問題は，いずれ次の機会に考えたいと思

フ。
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質

金

(100，96) 
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わが E誌の主主金体系

一年功給 (5.8，"6')

ー職務給}

一基本給 I11'1'" bt; y，，"， (5.3，"6) a 
(見掛)寸一職能給1

一総合決定給 (41.4，"6) 

lJtm賃金| i;一一白(ω60.93浄泊叫〉

勤務手当 (α1.451μd心〉

一予5主必 ;ト一生活手刊当 (3附
i一奨励手当 (α1.1.9，μ'6)

1-超過勤務手当 (7.4，%) 

一基準外賃金一!
(7附 「臨時作業手当1(0船

」不就業手当j

与 (19.4.96) 

i一退職一時金l
一送職給付 (2.6.96)

e 

b 

e 

c 

c 

d 

!一退織年金 h

福利厚生費一法定福利費 (4.7，96)
(9.2，%)ーし

」任意高野償 (4.5.96') h， 

E 

〔資料〕 労働省;給与構成調査，毎月勤労統計調交，労働費用調査報告

〔し、ずれも昭和40年〉

(設1)Solomon Barkin，“Fringe Benefits; Wages or Social Obligation? By Donna 

Allen." Indllstrial and Labor Relations Review， October 1965. p.153 

(註2)Adolph Langsner and Herbert G. Zol1itsch， Wage and Salary Administration. 

1961. 

(註3)ibid.， p. 478. 

〔註4)Elliott ]aqllesがこの街よりする企業内での:賃金格差の設定を提隠している事

は有名である。

}三 ]aqlles，MeasureI羽田ltof Responsibility， 1962.， Equitable Payment， 1961， 

“Objective Measures for Pay Differentials，" H. B. R.， ]anuary-February， 1962. 
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(註5)安定，社会帰属，自我害事に対する欲求の充足は，総て金銭により職場以外の;場

所で購入する事も或る程度可能である。従って，職場において，こうした欲求が満

たされない場合，従業員遠は，金銭の~又入の増大を図り，外務でその欲求を満たそ

うとする様になる。この場合は，箆接的金銭的給付に対する従業員の欲求は強くか

っその浪度は無線にi認められる。

VV. H. Newman and C. E. Summer， The Process of Management， 1961. pp. 155-

176. 

(付表〉

事務職員と現場労務者とに対する付加給付費用(製造業〉

〔基本給に対するパーセント， jj霊主の負担分のみ〉

l事務職員|現場労務者
(1963) (1962) 

有 勝 E復(病気賜H疫を除く〉 8.1 7.6 

付ミ f{良 4.9 4.8 

体 lヨ 2.9 2.7 

各種有給賜暇 0.3 0.1 

退職制度 6.8 6.4 

法定制度 2.4 2.8 

私的年金及び退職制度 4.5 3.6 

失業制度 1.6 2.8 

法定制度 1.5 2.2 

離職又は解毒塁手当 0.2 0.5 

補足的失業給付 ※ ※ 

保健制度 4.4 4.8 

法定の業務上の療疾制度 0.3 0.8 

他の法定制度 ※ ※ 

病気賜暇 1.4 0.4 

健康.災努，生命保険 2.8 3.6 

従業員貯苦言秘度 0.3 0.1 

年末及び他の特別ボーナス 2.6 0.5 

超過勤務手当 1.0 3.9 

交代手当 0.2 1.5 

※ 0.05;'.>'以下。
Victor ]. Shcifer，“White Col!or Pay Supplements，" M. L. R. May， 1966， p. 501. 
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